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悪用（脱税）されることにどう対処するのか？　先週末、経産省の別々の二つの課向けにPartnership論の初歩セミナーを行った。使った資料は先週のコラム「Partnershipの最大の特徴は「租税回避（tax shelter）」が容易に出来ること」と今年6月蘭国Tilburg大学でプレゼンした『US Partnership Tax Reform』。
「近代合理主義をベースにしたCorporate（日本でいう株式会社）はもはや産業のProfit Centerではない」「ポスト近代のUniversalismをベースにしたPartnership（中国語で合伙、台湾語で合夥）が21世紀経済の主役」から始めて、聴衆の反応に合わせて話した。木金とも３時間講義。話は、木曜日はUniversalismへと、金曜日はTrans-Atlantic Partnershipへと展開した。
ただ、どちらの聴衆からも「租税回避が悪用されることにどう対処するのか」という同じ質問が来た。「一般人には価値が分からないPartnership協業活動に、自動的に「投資の税優遇」を与え社会全体でサポートすることのメリットは分かった。プレイヤー達の精神的民度が高いとき確かに上手くInnovationを促進するかもしれない。しかし、ただの「脱税」に悪用されることもあるだろう。どう対処するのか？」というわけだ。
そう、確かに、tax shelter abuse（租税回避の悪用）は米国ではモグラたたき状態。つまり、悪知恵が働く輩（やから）が次から次へと現れ、新手の悪用スキームを考え出す。ただただ、税金をちょろまかすためだけのPartnershipを作り出す輩があとを断たない。
答え：個々に裁判によって悪用かどうか判断される。そして、「悪用」と認定された事例が米国内国歳入庁（IRS）などに蓄積され、同時に、対処法としてのcommon lawが編み出されていく。これが答え。まっ、簡単に言うと「諦めずにモグラたたきを続ける」ということだ。
例えば、米国民事裁判で実際に審理入りする事案の約1割強が租税訴訟だ。2011年12月全米実績では、一審の地方裁判所で139件、二審の控訴裁判所で58件が租税訴訟だ。
最高裁でも租税訴訟は多く扱われる。今年6月29日、オバマケアの「国民全員に医療保険加入を義務づけ」は「税法」であるとして、つまり、医療保険掛金は「税金」と同じであり全国民に納付義務がある、ということになり「合憲判断」が最高裁から出た。これからも分かる様に米国最高裁では「税」は判断の基礎となる概念の一つなのだ。
「どういう費用ならば「税」に相当するといえるか、tax credit（税と同じ信用のあるもの）と言えるのか、税額控除を与えられるのか。」ボストン茶会事件以来、この問題は米国にとっての「一丁目一番地」なのだ。
更にこれら三審制に先だって米国には租税裁判所がある。これは各州の連邦事務所にあり租税訴訟だけを扱う特別裁判所だ。何しろ米国は日本と違い個人所得税の税務申告が全成人に義務づけられている。人口3億人の半数、1.5億件の個人所得税申告が内国歳入庁（IRS）で毎年処理される。IRSは、無申告者および申告内容に不備がある者に90 Day letterという督促状を送りつける。これを受け取った者はもし督促に応じなければ犯罪者とされてしまう。結果、多数の税務訴訟がこの租税裁判所でごく日常的に審理される。ちなみにいうと、90 Day letterを受け取った者は租税裁判所で審理してもらうための料金（＄60）を払う必要が無い。租税裁判が普通の日常生活の一コマであることが分かる。
日本とはエライ違いだ。日本では「裁判沙汰」という言葉があることからも分かるとおり裁判そのものが非日常的だし、租税訴訟そのものも極めて少ない。日本での租税裁判の一審である財務省内「租税不服審判所」で審理される案件は、年間数件から十数件だそうだ。さらに、租税訴訟については高等裁判所での控訴審、最高裁での上告審はゼロと言っても良い状態だ。まっ、日本にはpartnershipによる租税回避そのものが導入されていないのだから、租税裁判そのものの必要性がグッと低いということなのだが…。
悪用かどうかの判断基準：経済的実体法理（Economic Substance Doctrine）　1935年、米国最高裁でこの法理が確定した。その意味するところは：

「経済的実体がある租税回避（tax shelter）は合法であり、「国民の権利」である。」
ということ。
この法理、極めて不親切だ。誰もが、「オイッ、その経済的実体ってのは何なんだ。それを明らかにしてくれなきゃ、何も決めてないに等しいじゃないか」といいたくなるだろう。

経済的実体があるということは、そのPartnership協業が、人々に受け入れられる新たな何か役に立つ財・サービスを生み出したということであり、そういう協業活動に「租税回避」「投資の税優遇」の特典を与えるのは当然のこと。合法であるに決まっているのであって、それは小学生でも分かる。何も最高裁の判事に考え出してもらうこっちゃない。
…そのとおり。オッと、この議論、読者の皆さん何かデジャ・ブを感じませんか？　そう、コラムその５で発した「共通善」とは何か、という問いにとても似ている。そこでは、

　…ここで大事なのは「共通善」の具体的内容は定めないこと。その存在は認めるが具体的内容は分からないとする。つまり「共通善が何であるかは超越存在である神だけが知っていて、本当のところは人間は与（あずか）り知らん」というわけだ。
…と論じた。これと似ている。
2010年オバマ政権が、経済的実体法理をcodify（成文化）した。　条文を和訳したのでご覧頂きたい。これを読むとオバマも人間だったことが分かる。つまり経済的実体要件として2点：
　１）「目的」として、租税目的以外の目的を持っていること。
　２）「結果」として、税金以外で経済的ポジションが変化したこと。
を挙げるにとどまり、明示的に「これこれが経済的実体だ」とは言っていない。ある意味「何も言っていない」に等しい。
では、何のために成文化したのか？　二つの理由がある。
一つ目は、1935年米国最高裁で「経済的実体があるならその租税回避は合法」という法理ができあがり、それから75年間が過ぎて「判例」が充分に蓄積し、「経済的実体要件」が上記の二点に固まってきたこと。つまり連邦政府が内国歳入慣令（Internal Revenue Code）に、もうそろそろ記して良いだろうという気運になったこと。
二つ目、こちらが大事なのだが、オバマ政権としては「経済的実体法理をcodify（成文化）して、Partnershipによる租税回避という国民の権利をより強固なものにして、Partnership経済によって○○と□□を活性化したい。」と思ったこと。
　…さて、○○と□□には一体何が入るでしょう？　その答えは、経済的実体法理をcodify（成文化）した法律（Act）が何であったかを見れば分かる。それは…そう、HCERA（ヘルスケア・教育調整法）Health Care and Education Reconciliation Act of 2010だ。つまり「教育」と「ヘルスケア」。これらをPartnership経済で支えたかった。
オバマはPartnership経済によってヘルスケアを活性化したかった。　2010年の頃の米国民主党、とくに、「国民皆保険」がそのライフワークであるヒラリー･クリントンが、当時、共和党と茶会党からの執拗な攻撃にあっていたのを思い出していただきたい。

「自助を尊ぶ米国に、税金による国民皆医療保険はふさわしくない。」共和党と茶会党は当時そういってオバマ政権を攻撃した。結局、オバマ政権は「税金による国民皆医療保険」は断念せざるを得なかった。
マイケル･ムーア監督の映画『Sickoビョーキ』をご覧になると分かるが、そもそも米国の医療保険をCorporate経済で支えるようにし、医療水準の貧富格差を拡大させたのは1970年代のニクソン共和党政権なのだから、この戦いの根は深い。
「ヘルスケアの担い手として、税金による国家経済もダメ、Corporate経済もダメ。」しかしオバマ政権は奥の手を考えた。「ヘルスケアの担い手として、税金による国家経済もダメ、Corporate経済もダメ。うーん困った。…アッ、だけど閃いた。1990年代のビル・クリントン民主党政権が整備したPartnership経済がもう十分大きく育ったじゃないか。これにヘルスケア（と教育）を担わせよう。」…と。

…それで、「経済的実体法理のcodify」を含んだHCERA（ヘルスケア・教育調整法）Health Care and Education Reconciliation Act of 2010を、オバマ政権は成立させたのだ。
2012年6月、オバマケアは「税法」だから「合憲」、米最高裁　そしてこの最高裁判決で、「ヘルスケア・ビジネスのPartnership経済化」という一連の作戦は（一応）完結した。

（一応）とつけたのはまだまだ油断がならないからだ。米最高裁では9人の判事全員により5対4で辛くも「合憲」という民主党側にとっての「勝訴」を得た。しかしロムニー候補は即日、「私が大統領になったなら、必ずひっくり返す。オバマケアは違憲だとの判決を勝ち取る」と言っていた。

米国大統領は米国最高裁判事を一人、任命する権限を持っている。だから、ロムニーはその様なことを言うのだ。オバマケア「合憲」と投票した判事の誰か一人を、ロムニーの息のかかった判事に、彼が大統領になったならば、すげ替えるつもりなのだ。
SubsidiarityとSolidarityのバランス点の模索はまだまだ続く。コラムその１６　Solidarity発動の例：ESM（欧州安定メカニズム）ドイツ憲法裁が「合憲」、ここでも「南欧借金の肩代わりにドイツの税金を投入するのはおかしい」という意見もあることを紹介した。また今回コラムでは、「米国ヘルスケアをPartnershipの「投資の税優遇」という一種の税金で賄うのはおかしい」という意見もあることを紹介した。

Uni v.s. Verseの戦い。連帯 v.s. 個人主義の戦い。Universalism先進地域の欧米ですら、まだまだ苦悩しながら模索しているのだ。いわんや、この戦いに気づいてもいないニッポン、おや。
まっ、兎に角、ハーバーマスの言う様に「議論に議論を重ねる」しか対処法はない。誰もが納得する一般合理性の範囲では解決策は、もはや、見いだせない。「個」が確立した者同士が「議論に議論を重ね」て到達することが出来るであろうCommunicative rationality（コミュニケーションによる合理性）にしか活路はない。恐らく今の地球の段階はそうなのだろう。
Partnershipの「光」と「影」。「光」はかすかに見えていると思う。しかし、その「影」、つまり、悪名高き「訴訟社会」だったり、米国大統領選のTV討論会の（日本人だったら大人げないと思うだろう）口げんかだったり、そういう「影」は、「光」を獲得するには避けて通れない様だ。まっ、簡単に言うと「モグラたたきを続けよう。何時の日か「光」をしっかりとつかむまで。」ということ。
今週言いたかったのはコレ。次週も乞うご期待。
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